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施策の概要

【達成すべき目標、測定指標、目標期間、測定結果　等】

○　目的等：
　①障害者への支援を図ること
　　障害者の職業の安定と地位の向上を図ることを目的として障害者の身体的又は
　精神的な事情等に配慮して職業訓練を実施するものである。
　②母子家庭の母等への支援をすること
　　「自立支援プログラム」に基づき就労支援を行う児童扶養手当受給者及び生活
　保護受給者の職業的自立及び障害者等就職困難者の職業訓練の受講促進を図るこ
  とを目的として、児童扶養手当受給者及び生活保護受給者に対して、個々の様態
  に応じた又は地域のニーズに合わせた機動的な「準備講習付き職業訓練」を実施
  するとともに、障害者等就職困難者に対して、ハローワークにおけるきめ細かな
  職業相談・指導を通じて職業訓練を実施し、訓練受講中に訓練手当を支給する。

　（施策目標の評価）
　　障害者職業能力開発校の修了者の就職率については、目標を上回る水準を維持してお
　り、福祉から自立へ向けた職業キャリア形成の効果的な支援策となっている。

　（評価結果の分類）
　　施策目標の達成に向けて進展しており、現在の取組を続ける

【評価結果の概要】

施策に関する
評価結果の概
要と達成すべき
目標等

記載事項（抜粋）

平成１９年度実績評価書要旨

政策体系上の位置付け

福祉から自立へ向けた職業キャリア形成の支
援等をすること

評価実施時期：平成１９年８月 担当部局名：職業能力開発局能力開発課

基本目標Ⅴ
　労働者の職業能力の開発及び向上を
図るとともに、その能力を十分に発揮
できるような環境整備をすること
施策目標２
　働く者の職業生涯を通じた持続的な
職業キャリア形成への支援をすること（Ⅴ－２－２）

施策名

施策目標に係る指標
（達成水準／達成時期）

Ｈ１４ Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８
１ 障害者職業能力開発校の修了者に

おける就職率（単位：％） 57.1 63.3 68.7 68.5 61.0
（６０％以上／平成１８年度）

（調査名・資料出所、備考）
資料出所：職業能力開発局調べ（職業能力開発定例業務統計 。）
備考：
・指標は訓練修了３ヶ月後の就職率である。
・平成１８年度の実績については速報値であり、平成１９年８月中旬に確定値を把握

予定である。


